
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】  加速粒子を生成する粒子加速器の高周波
加速空胴の加速ギャップから漏れたＲＦノイズの位相が
逆位相となる左右位置に設けられ一対の電極を有した２
台のビーム位置検出器と、各々の前記ビーム位置検出器
のそれぞれ対応する電極から発生した信号をそれぞれ加
算するパワーコンバイナーと、このパワーコンバイナー
の出力信号に基づいてビーム位置の検出を行うビーム位
置検出回路と、前記各々のビーム位置検出器の各々の電
極から発生した信号の総和に基づいて加速電圧に対する
加速粒子の位相差を検出するビーム位相差検出回路とを
備えたことを特徴とした粒子加速器のビームモニタ装
置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】［発明の目的］

【産業上の利用分野】本発明は、イオン等の粒子を加速
するイオンシンクロトロンの高周波加速制御における粒
子加速器のビームモニタ装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】イオン等の粒子を加速する粒子加速器と
しては、イオンシンクロトロンがある。図２はイオンシ
ンクロトロンの一例を示すもので、イオン源１にて生成
されたイオンは、まず線形加速器２である程度のエネル
ギーまで加速して、シンクロトロンへ入射する。シンク
ロトロンは図示したように、リング状軌道上に分布して
配置した偏向電磁石３及び四極電磁石４等の発生する磁
界により、イオンビームを曲げて、収束することにより
ビームが常に閉軌道上を周回するようにする。
【０００３】イオンビームは高周波加速空胴５の加速ギ
ャップ間で発生する電界により加速される。すなわち、
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図上高周波加速空胴５のギャップ間に下から上へ来た陽
イオンは、上ギャップが負、下のギャップが正になる位
相で高周波電界が印加されているので、これにより加速
され（逆位相だと減速になる）、周回毎にエネルギーを
上げていく。この過程で、線形加速器２から入射した連
続均一なイオンビームは密度変調を受け、塊（以下バン
チという）になって周回する。このバンチ数は高周波加
速空胴５に印加した加速周波数と周回周波数（ビームが
１回転回るまでの時間の逆数）の比できまるハーモニッ
ク数と同一となり周回する。
【０００４】図３は、そのようなイオンシンクロトロン
の制御装置を示すものである。ここで、イオンシンクロ
トロンの高周波加速空胴５は、ビーム軌道に沿った断面
を示している。この高周波加速空胴５は、実際は同軸円
筒状をしており、内筒の中央部で導電部が切れて加速ギ
ャップを形成している。そして、内筒は左右両端で外筒
を介して短絡されて、１／４波長同軸共振器を形成して
いる。
【０００５】加速ギャップの左右には、数十枚積層され
たフェライト環６が装填されており、四極管９のグリッ
ド電圧が基準動作点から正方向に変化すると、プレート
電流が図示した矢印方向に増加し、右側のフェライト環
６の磁束も図示した方向に増加する。
【０００６】一方、フェライトバイアス巻線７が左右の
フェライト環６と磁気結合するように８字状になって巻
かれているので、左側のフェライト環６にも右側と同一
方向で磁束が増加する。従って、内筒中央の加速ギャッ
プには、右側が＋、左側が－の極性の電圧が発生する。
【０００７】制御装置は、四極管９の高周波加速空胴５
の共振周波数を合わせるチューニング制御と、イオンの
周回周波数と加速周波数の位相差Δφにより発生するシ
ンクロトロン振動を抑制する周回位相制御及び周回軌道
差ΔＲを抑制する周回軌道位置制御等のフィードバック
制御がある。
【０００８】チューニング制御は、四極管９の励振周波
数と高周波加速空胴５の共振周波数とを合わせるため
に、四極管９のグリッド電圧ＶG と加速ギャップで発生
した加速電圧Ｖc との位相差をＶc －ＶG 位相差検出回
路１７を用いて検出し、この位相差が零となるように、
すなわち共振周波数に合うように、フェライトバイアス
電源８の電流を制御するものである。これは、フェライ
ト環６の変分透磁率μｓを変えて、チューニング制御す
ることによって共振状態を常に保って、四極管９の電力
が高周波加速空胴５へ有効に注入するようにして行われ
る。
【０００９】次に、周回位相制御について説明する。
【００１０】線形加速器２から入射した連続均一なイオ
ンビームは加速電圧ＶC の影響により、密度変調を受け
てバンチ化し、シンクロトロンを周回する。そして、高
周波加速空胴の加速ギャップの極性が図３の右が＋の極

性のとき、正電荷を持ったイオンがその加速ギャップを
通過した時に加速される。そして、同一イオンがシンク
ロトロンを一周して再び加速ギャップを通過する際に、
加速ギャップの極性が同じになるように同期していれ
ば、更に加速される。従って、この同期制御により、通
常光速の１０％程度の入射イオンがバンチ化され、ギャ
ップ通過毎に加速し、ほぼ光速程度まで加速することが
できる。
【００１１】そして、この同期制御はイオンの速度増加
に比例して高周波加速空胴５の励振周波数を増加させる
ＶＣＯ１２（電圧制御周波数発振器１２）と静電モニタ
の一種である位相検出器１４によりイオンのシグナルＶ
B を検出し、加速ギャップで発生する加速電圧シグナル
ＶC からビーム位相差検出回路１６によりＶB とＶCの
位相差Δφを検出し、イオンと加速電圧が常に同期位相
になるように位相制御することにより達成される。
【００１２】また、周回軌道位置制御は、イオンの真空
ダクト内の中心軌道からの水平方向の位置偏差ΔＲをビ
ーム位置検出器１３とビーム位置検出回路１５とにより
検出し、イオンとの位置偏差を制御することによっって
行われる。なお、１０は前段増幅器、１１は自動レベル
制御装置を示す。
【００１３】次に、ビーム位置検出器１３の検出原理に
ついて図４を参照して説明する。図示したように、ビー
ム位置検出器１３は上下に三角形板を２枚用意しその間
を長方形板で接続した２組の電極ＡとＢとをイオンビー
ム軌道に沿って対向させた構造をしている。そして、ビ
ームはこの上下の三角形板の間を通過するわけである
が、ビームがシンクロトロンの中心軌道を通過した場合
は、電極Ａ，Ｂに静電誘導により発生する電圧ＶA とＶ
B とが等しくなるように設置されている。これは、中心
を通過したビームの電極ＡとＢとの通過長が互いに等し
くなっているためである。そして中心軌道に対してΔＲ
だけ水平方向にズレて通過したビームによる電極Ａ，Ｂ
に発生するＶA ，ＶB には（１）式で示した関係が成立
する。
【００１４】
【数１】

【００１５】すなわち、図４で示した構造の電極を用い
ることにより、中心軌道に対して、通過ビームの水平方
向のズレ量ΔＲが発生電圧差に比例することを利用して
ΔＲを検出することができるわけである。尚、（１）式
で分母のＶA ＋ＶB はビーム強度に比例する電圧であ
り、ΔＲに比例する分子ＶA －ＶB をビーム強度で割算
し、比率をとればビーム強度に依存しないΔＲにするこ
とができる。そして、この（１）式で示した演算を行う
のが、ビーム位置検出回路１５である。
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【００１６】一方、ビーム位相検出器１４は、長方体の
電極構造をしており、前述したビーム強度ＶA ＋ＶB に
相当する信号を検出し、加速電圧ＶC との位相差をビー
ム位相差検出回路１６で演算する構成としている。
【００１７】
【発明が解決しようとする課題】ところが、このような
ビーム位置の検出では、加速電圧ＶC が高周波加速空胴
５から漏れ、ＲＦノイズとしてビーム位置検出器１３や
ビーム位相検出器１４に混入した場合に適正なビーム位
置やビーム位相を検出することができなくなる。
【００１８】すなわち、ビーム位置検出器１３やビーム
位相検出器１４と高周波加速空胴５との間はビームの通
過ルートに沿って図３には図示していない真空容器で接
続されている。そして、前述した通り高周波加速空洞５
内の加速ギャップには加速電圧ＶC が通常数～数十ＫＶ
印加される。
【００１９】また、各検出器１３や１４に発生する電圧
はビーム強度によるが、通常数十μＶ～数百μＶと非常
に低い値である。従って、加速電圧ＶC が高周波加速空
胴５から漏れ、真空容器外を伝送して、各検出器１３，
１４にＲＦノイズとして混入し、ビーム位置やビーム位
相をビーム強度に比例した電圧として検出できなくなる
と言う不具合が発生していた。このＲＦノイズとビーム
強度信号は同一またはその整数倍の周波数であるため、
一旦混入すると、その分離や判別は非常に困難なものと
なり、ひいては、前述したイオンシンクロトロンの高周
波制御ができなくなると言う不具合に発展する可能性が
大であった。
【００２０】そこで本発明の目的は、ＲＦノイズに対し
て、強化された粒子加速器のビームモニタ装置を得るこ
とにある。
【００２１】［発明の構成］
【課題を解決するための手段】本発明の粒子加速器のビ
ームモニタ装置は、加速粒子を生成する粒子加速器の高
周波加速空胴の加速ギャップから漏れたＲＦノイズの位
相が逆位相となる左右位置に設けられ一対の電極を有し
た２台のビーム位置検出器と、各々のビーム位置検出器
のそれぞれ対応する電極から発生した信号をそれぞれ加
算するパワーコンバイナーと、このパワーコンバイナー
の出力信号に基づいてビーム位置の検出を行うビーム位
置検出回路と、各々のビーム位置検出器の各々の電極か

ら発生した信号の総和に基づいて加速電圧に対する加速
粒子の位相差を検出するビーム位相差検出回路とを備え
ている。
【００２２】
【作用】本発明では、ビーム位置検出器を高周波加速空
胴の左右に一対づつ設け、ＲＦノイズがビーム位置検出
器内に混入しても、加速ギャップで発生する加速電圧Ｖ
C がギャップ間（左右）で逆極性であることを利用し、
左右一対づつの検出器内の信号を加算することによりＲ
Ｆノイズをキャンセルするとともに、ビーム位置検出器
とビーム位相検出器とは、互いに静電型モニタであり、
ビーム位置検出器で検出したビーム強度に比例する信号
は、ビーム位相検出器で検出する信号と同等であるの
で、ビーム位置検出器でビーム位相検出も行う。
【００２３】
【実施例】図１は本発明の一実施例を示す構成図であ
る。ここで、図３と同一要素は同一符号を付けてあり、
本発明と直接関係しないものは省略している。
【００２４】高周波加速空胴５の加速ギャップから漏れ
たＲＦノイズの位相が逆位相となる左右位置に２台のビ
ーム位置検出器１３を設置する。そして、加速ギャップ
間で発生する加速電圧ＶC は左右逆位相になっており、
加速電圧ＶC がＲＦノイズＶＮとして左右のビーム位置
検出器１３に混入すると、ビーム位置検出器１３Ａで発
生する電圧はＡ１＋ＶＮとＢ１＋ＶＮとなり、ビーム位
置検出器１３Ｂで発生する電圧はＡ２－ＶＮとＢ２－Ｖ
Ｎとなる。そして、図示した通りそれぞれの電圧をパワ
ーコンバイナー２１まで同軸ケーブルで配線しパワーコ
ンバイナー２１で加算すると、ＲＦノイズＶＮがキャン
セルされて、Ａ１＋Ａ２，Ｂ１＋Ｂ２が得られる。当
然、この時の同軸ケーブルは電気長を合わせてＲＦノイ
ズの位相関係を保存できるようにしておく。従って、こ
のパワーコンバイナー２１の出力信号はＲＦノイズの影
響を受けないことになる。
【００２５】そして、この信号をパワーデバイダー２２
に入力し、それぞれ分枝してやり、一方をビーム位置検
出回路１６へ入力して、（１）式で示した演算を行うこ
とにより、（２）式が得られ、位置偏差ΔＲが検出でき
る。
【００２６】
【数２】

【００２７】一方、ビーム位相差Δφ検出の方は前述し
た通り、バンチ化されたビーム強度信号が必要である。
そこで図示した通り、パワーデバイダー２２の出力信号
の内ΔＲ検出に使用しない方を、更にパワーコンバイナ
ー２１で加算することにより、加速ギャップ中心でのビ
ーム強度信号Ａ１＋Ａ２＋Ｂ１＋Ｂ２が得られ、これと

加速電圧ＶC を入力し、位相差Δφが検出できる。
【００２８】すなわち、本発明では、高周波加速空胴５
の加速ギャップから漏れたＲＦノイズの位相が逆位相と
なる左右位置に２台のビーム位置検出器１３Ａ、１３Ｂ
を設け、１台のビーム位置検出器１３の電極から発生し
た信号を左右それぞれ加算するパワーコンバイナー２１
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を通してやり、パワーコンバイナー２１の出力信号を、
それぞれパワーデバイダー２２で分枝し、分枝した一対
の信号でビーム位置偏差ΔＲの検出を行い、もう一対の
信号を加算するパワーコンバイナー２２を通して、全て
のビーム位置検出器１３の電極から発生した信号の総和
を用いて、加速電圧に対する加速イオンの位相差Δφを
検出することにより、ＲＦノイズをキャンセルした合理
的なビームモニタ装置となる。
【００２９】
【発明の効果】以上説明したように、本発明によれば、
高周波加速空胴の左右に一対づつ設けたビーム位置検出
器の信号を、それぞれパワーコンバイナーにより加算し
てやることにより、ＲＦノイズが混入してもキャンセル
することができる。また、ＲＦノイズに影響されないビ
ーム位置偏差の検出ができるとともに、２つの検出器の
総和をパワーデバイダーとパワーコンバイナーで算出す
ることにより、加速ギャップ中心でのバンチ化されたビ
ーム強度が得られ、加速電圧との位相差検出ができると
ともに、専用のビーム位相検出器が不要となる合理的
で、ＲＦノイズに影響されない粒子加速器のビームモニ
タ装置が提供できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施例を示す構成図。
【図２】イオンシンクロトロンの説明図。

【図３】従来におけるイオンシンクロトロンの制御装置
の構成図。
【図４】ビーム位置検出器の説明図。
【符号の説明】
１  イオン源
２  線形加速器
３  偏向電磁石
４  四極電磁石
５  高周波加速空胴
６  フェライト環
７  フェライトバイアス巻線
８  フェライトバイアス電源
９  四極管
１０  前段増幅器
１１  自動レベル制御装置
１２  ＶＣＯ
１３  ビーム位置検出器
１４  ビーム位相検出器
１５  ビーム位置検出回路
１６  ビーム位相検出回路
１７  位相差検出回路
２１  パワーコンバイナー（ＰＣ）
２２  パワーデバイダー（ＰＤ）

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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